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基 準調和化 時代 のフランス会計制度
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一 プラン・コンタ ブル ・ジェネラルの20年を振 り返 って一
1は じめに
20世紀中葉以降のフランス会計制度は,「プラン・コンタブル ・ジェネラル」(PlanComptable
General,以下`『PCG"と略す)と ともに生成 ・発展 して きた。わが国において しぱ しばPCG
が 「フランス会計原則」1と訳されて きたゆえんである。
図表1に みるように,PCGは1942年にその第1版2が公表されて以降,数 次にわたる改訂
を経て現在に至っている。そのなかで,フ ランス会計制度の最も大 きな転機 を画するもの とな
ったのは,後 述するように,1982年PCGであった。2002年に1982年PCGが公表20周年
を迎 えたことを受けて,フ ランス公認会計士協会会計法委員会が,「PCGの20年」 と題する
























本 稿 では,円 卓 討論 の速 記録(ConseiSuperieurdel'OrdredesExperts-Comptables,
CommissiondeDroitComptable[2002Dを主 た る素材 としなが ら,PCGの 歴史 を振 り返 り,
基 準調和化時代 の フランス会計 制度が経験 して きた諸問題 の論点整理 を行 ってい きたい と思 う。
以下9本 稿で は,同 速記録 か らの引用 につ いては,頁 数 のか っこ書 きのみ によつて,そ の 出所
を示す こ とにす る。
ちな みに円卓討論 の参加者 は,ア ン トワーヌ ・ブラキ(国 家会計審議 会会 長),ジ ル ベー ル ・
ジェラール(IASB理事,IASB一国家会 計審議会 リエ ゾンメ ンバ ー),イ ユベ ール ・テ ユヴ ィア
ナ(公 認会計 士,国 立経済社会 組織学 院高 等会 計研究 セ ンター長),ジ ャ ック ・リシャール(パ
1
リ ・ドフィーヌ大学教授,国家会計審議会委員,会計規制委員会委員),フランソワーズ ・ヴェ
ルディエ(公認会計士,ニース経営大学院副院長,ア メ リカ公認会計士協会会員),エリック ・
ドウルサル(円 卓討論司会者,公 認会計士,公 認会計士協会会計法委員会委員長,国 家職業教
育センター1級教員資格教授)の6名 である。いずれもフランス会計界を代表する識 者であ り,
基準調和化時代のフランス会計制度 とPCGを 語るうえで,こ れ以上は望みえない顔ぶれとな
っている。その職務領域の網羅性か らい って,円卓討論で示された6名 の識 者の諸見解は,フ
ランス会計人「般のそれを縮写 したものともみなせるであろう。本稿で上記の円卓討論に着目
する主たる理由は,こ うした点にある。本稿での検討が,わ が国におけるPCG研 究の深化に
多少な りとも貢献するもの となれば幸甚であ る。
21982年改革の主眼 としての付加価値概念の導入
周知のように,PCGは会計の基礎的枠組みを規定したものであ り,その特徴を最も象徴的に
表 しているのは 「カ ドル ・コンタブル」(CadreCompta.ble;)と呼ばれる勘定分類表である。PCG
のこの特徴は,1942年の第1版 か ら数次の改訂を経た現在 もなお,基 本的には変わ ることな
く継承 されている(野 村[2003]1・2頁)。
しか し,アン トワーヌ ・ブラキによれば,第3版(1957年)までのPCGは会計処理の背景
説明や解釈指針をともなわないたんなる 「勘定一覧表」(nomenclaturesdescomptes)に過 ぎな
かったとされる(p,11etp.13)。1982年PCGがもたらした 「本質的な変化の1つ 」は,「た
んなる勘定分類の提示にとどまるのではな く,勘定分類の目的を明 らかに した」(p.11)ことに











ス以外 にほ とんど見当た らないとされる(p,14)5。付加価値 を財務分析 に利用する事例は,ド イ
ヅなどい くつかの国で散見され るが,そ れ らの国では付加価値概念が会計の勘定構造 に組み込









ジルベール ・ジェラールは,ジ ャック ・リシャールの以上のような指摘 と見解に同意 したう
えで,さ らに踏み込んで,「それ(付加価値概念一引用者注)は,い わゆるアングロサクソン型
システムに対 してわれわれが有 してい る優位性である」(p.15)と述べている。
図表21982年PCGで 提示 された成果計算書の標準モデル
1費 用(税抜き)


















合 計1 X 小 計B X
共同営業成果割当額II X 合 計1(A+B) X
財務費用合計III X 共同営業成果割当額II x
特別損失合計IV X 財務収益合計III X
企業成長成果の従業員への分配V X 特別利益合計N X
所得税V正 X 収 益合 計(1+II+III+IV) X
費 用合 計(1+II+III+IV+V+V【)X 借方差額=損失 X




書 きす るか,マ イナス符号を付す。





会計 ・経営情報の提供 とい う3つ の機能 を果たすことが求められてきた(P.10)。付加価値概念






(現EU)域内7における基準調和化 との関連を抜きにして語 ることはで きない。国家会計審議
会による1957年PCGの改訂作業は1968年に開始 され,1979年にはその改訂案8が省令 とし
て官報で公表されている。にもかかわ らず,確 定版(第4版)の 公表が1982年まで先送 りさ
れたのは,基準調和化に関するEC理 事会第4号 指令とPCG改訂案の調和化が1979年の時点
では完結 していなかったか らである(P.10)。その調和化過程で最も多 くの議論が費やされたの





求するものである。この原則は,EC理 事会第4号 指令第2条 で明文化 されたのち,フ ランス
においては 「忠実な写像」(imagefidele)原則 として,1982年PCG第1編第1章 第1節Aお





chosos")において表示された商人の財政状態 を意味する用語 として使用 されていた。その使用
事例の歴史 自体は,さ らに18世紀にまで遡 ることがで きるとされ る(P,17)。
その起草者や立法者が1982年PCGお よび1983年調和化法において,"vueexacteet
loy撮e"10や"imageveridiqueetloyale"iiといった逐語訳的用語を用いず,"血agefidele"という
用語をあえて用いているのは,彼 らがフランスの伝統的法思想 との連続性 を可能なかぎり維持
しつつ 「真実かつ公正な概観」原則の国内化 を図ろうとしたか らであろうと推察され る。この
意味からすれば,イ ギリスでの用語法をそのまま援用して,"imagefidele"を「真実かつ公正な
4
概観」 と訳出す るのは,適 切 なこととはいえないであろう。
「真実かつ公正な概観」原則の国内化をめ ぐる議論において最 も大 きな論点 となったのは,
法令の適用によって 「真実かつ公正な概観」の表示が阻害 される場 合には当該法令か ら離脱す
ることを要求 した規定(い わゆる離脱規定)を どう解釈するかということであった。フランス
では伝統的に法令主導の会計規制が実施 されて きたのであって,そ うした会計規制に馴れ親 し
んで きたフランス会計人か らすれば,法 令のなかに当該法令の効力を否定する規定を設けると




像の表示が阻害 されるというようなことはあ りえない。したがって,忠実な写像 〔という概念)
それ 自体は,実 体のない概念(conceptvide)である。」(A.17)
明示的には述べ られていないが,ジルベール・ジェラールの以上の指摘が含意 しているのは,
離脱規定が適用される可能 性は,フランスの伝統的法思想か らすれば,実際には生 じえない(あ
るいはむ しろ生 じてはならない)可 能 陛であるということである。イギ リスにおいて離脱規定
は,「真実かつ公正な概観」原則の他の諸条文に対する 「優越 性」(preeminance)を謳ったもの
として位置づけられているが(p.17),ジルベール ・ジェラールの以上の指摘は,離 脱規定のこ
うした本来的な位置づけに対 してフランス会計人の間には当惑ない し抵抗感が今なお根強 く存





ジャヅク ・リシャールは,「忠実な写像は,.〔会計に関する〕考察を可能 とするので,教 育の




以上にみるようにs円卓討論においては,「真実かつ公正な概観」原則 とその国内化 に対 して,
どちらかといえば消極的な評価を示す論調が大勢を占めている。すなわち,フランス会計人は,
EC域 内の基準調和化の必要性に迫 られてやむな く国内化 された当該原則を,も っぱ らフラン
スの伝統的法思想に依拠 した形で受容 しようと努めてきたのであって,そ の結果,フ ランス会




のところ,フ ランス会計制度に 「何 も新 しいものはもたらしていない」(P.16)のは,む しろ当
然の成 り行 きであったというべ きであろう。ただし,これは,1980年代 までの基準調和化(第
1期基準調和化繍後述参照)の 一般的な傾向であって,相 互承認12を基本的なパターンとして
展開されて きた当該調和化においては 「重要項 目の 〔実質的な〕標準化 はまった く進 まなかっ
た」(p.16)13とされている。
他方,「真実かつ公正な概観」原則の国内化が,イギ リス型会計規制 との比較対照をつ うじて
フランス型会計規制の諸特徴を改めて論 じる格好の機会をフランス会計人に提供 して きたとい
う事実 も看過されてはならないであろう。ジャック ・リシャールが指摘するように,当 該概念
は 「〔会計に関する〕考察を可能 とする」(P.17)ものであ り,事実またその国内化以降,フ ラン
スにおいては当該原則をめ ぐって多 くの議論 と研究が積 み重ね られて きたのである14。
4ア メリカ主導の基準統一化への評価 と対応
4.11980年代以前 と1990年代以前 の基準調和化
フランス会計制度 を舞i台に展開されてきた基準調和化は,1980年代以前 と1990年代以降 と
では,い くつかの点で際立った相違をみせている。その主なものをまとめると,図表3の よう
になる。第1に,1980年代以前の基準調和化はEC理 事会を推進主体 として展開されて きた
のであるが,1990年代以降のそれはIASB(IASC)を推進主体 として展 開されるようになった。
第2に,1980年代以前の基準調和化のパター ンは相互承認(本 来的な意味での 「調和化」
harmornisation)を基本 とするものであったが,1990年代以降のそれは「統一化」(convergence)
を基本 とするものになった。第3に,基準調和化のベンチマークとなる会計基準の文書形態が,




1980年代以前の基準調和化 EC理事会 相互承認 EC統一会社法
1990年代以降の基準調和化 IASB(IASC) 統一化 会計基準書
これ ら3つ の相違 点はいずれも,1990年代 に本格化する基準調和化活動へのアメリカの関








前の基準調和化 を第1期 基準調和化,1990年代以降の基準調和化を第2期 基準調和化 と呼ん
で,両者を概念的に区分することにしたい。かかる概念的区分を念頭におきなが ら,以下では,
上掲の各相違点に関する円卓討論での議論を整理 ・検討 してい くことにする。
4.2「コンセ ンサス」の理解 と評価をめ ぐって
基準調和化の主たる推進主体がパブリック ・セクターのEC理 事会からプライベー ト・セク
ターのIASB(IASC)に移行 したことによってフランス会計人たちが遭遇 したのは,「正統性」
G6git血it6)問題であった。正統性問題は,(1)基準設定主体(IASCIIASB)の正統性 と,(2)当該主
体によって設定された基準(IASIIFRS)の正統性の,2つ の レベルで生 じる。このうち円卓討論
で議論 されているのは9主 として(2)の正統性問題である16。円卓討論では,具 体的には,基 準
設定プロセスにおける 「コンセンサス」(consensus)の問題 として,基準の正統性問題が議論さ
れている17。
アメ リカ公認会計士協会会員で もあるフランソワーズ ・ヴェルディエは,FASBが基準書第
141号および第142号の設定過程(デ ュ 一ー・プロセス18)において,利 害関係者の要求に押 さ
れる形でのれんの非償却 を容認するに至ったことを,基 準設定者の 「慎み深さ」(modestie)を
表すもので,「すば らしいことだ」(formidable)と評価 している(p.21)。フランソワーズ ・ヴェ
ルデ ィエによれば,「周到に準備 された 『デュ_._.・プロセス』を実施するな らば,公衆や実務家
か ら広 く意見を聴取することがで きるので,〔… 基準設定者は9利 害関係者の〕ニーズによ り
適合 した 〔会計〕システムを構築することができる」(p.21)のであるが,「フランス 〔における
基準設定〕は,そ う したrデ ュー ・プロセス』か らほ ど遠い状況にある」(P.21)とされる。
これに対 して,国家会計審議会 会長のアン トワーヌ ・ブラキは,「これ まで私はコンセ ンサス
の定義も,『デュー ・プロセス』の定義も,聞いたことがない」(P.21)としたうえで,「『デュー ・
プロセス』は 〔利害関係者に対 して〕意見聴取がなされたときに存在するという考え方がある。
もしこの考え方に従うならば,〔フランスで も〕『デュー ・プロセス』は存在 して きたことにな
るし,そ うでない場合には存在 しなかったことになる」(p.21)と述べている。ただしアン トワ
ーヌ ・ブラキは,「コンセ ンサスは しば しば,首尾一貫性 を欠 き利用に堪えない中途半端なルー
ルをもたらす」(P,19)として,「コンセ ンサス」(デュー ・プロセス)の 有効性 そのものには否
定的な評価を下 している。
IASB理事のジルベール ・ジェラールは,IASBがすべてのコメン トレターに回答 しないこと
を批判するのは,同 審議 会には公開審 議事項 ごとに膨大な数のコメン トレターが寄せ られてい
るという現実を無視 した 「誤った見解」(conceptionfausse)であるとしたうえで,次 のように
述べている。「『デュ,^.プロセス』は,〔基準設定者 と利害関係者が〕相互に独立 した立場で議
論する場合に成立するものである。〔… 基準設定者 と利害関係者が相互に独立 した立場で〕議
7
論 し,見解の一致に到達 し,その結論を公表する,これが真のデュー ・プロセスである。」(P.23)
ジルベール ・ジェラールは,こ のような観点か ら,デュー ・プロセスを,利害関係者の 「直接
的な攻撃」(attaquesdirectes)から基準設定者 を防御するための制度 として位置づけている
(p.23)o
以上にみるように,基準の正統性 を保証する制度 としての 「コンセンサス」(デュー ・プロセ
ス)については,その意味内容に関する理解 においてさえ,論者の間に相違が観察される。「コ
ンセ ンサス」に対する評価はおおむね,各 論者のおかれた社会的立場を反映 したもの となって
いる。ただ しs「コンセンサス」の現実的機能をどう理解す るかは,以下 にみるように,1990
年代以降の基準調和化(第2期 基準調和化)の 本質をどう捉えるかとい う問題 と密接に関連 し
た論点 として議論されてい る。
4.3基準統一化の本質 としての 「アメ リカへの追従」
ジャック ・リシャ 一ールは,の れんの償却問題に関するFASBの方針転換を肯定的に評価 した
上掲のフランソワーズ ・ヴェルディエの発言に反諭 して,次のように述べている。「アメリカで
生 じていることが好 ましいことだとは,私 にはまった く思われない。のれんの償却の必要性を
30年間も力説 してきた人ぴとが,突然その主張を翻 したのである。〔… 〕彼 らはsP持分プー
リング法』を否認 したことの 『見返 り』(cadeau)として,企 業にのれんの非償却を認めたとさ
れている。このようなことを,会計基準の設定に真面 目に取 り組んでいる人ぴ とは,ど うすれ




し,基準設定者は,明 確ではあるが目的を異にする 〔複数の〕情報システムを設定す ることに
よって,彼 らのそうした正当で多様な要求を満たす とい うように,コ ンセンサスは機能するべ
きである。〔…)こ のようなアプローチによるのでなければ,結局のところ,『採用される情報
システムは,最 も強力な利害関係 をもった国(す なわちアメ リカ-引 用者)の それである』と
い うことになって しまうであろう。」(p.22)
アン トワーヌ ・ブラキは,ジ ャヅク ・リシヤールの以上のような議論に呼応 して,「コンセン
サスが均衡(egtiilibre)を意味するのであれば,コ ンセンサスを維持す ることにまった く異存は
ない」(p.24)と述べている。また,国 立経済社会組織学院高等会計研究セ ンター長のイユベー
ル ・テユヴィアナは,「『コンセンサス』という言葉の使用をやめて,代わ りに『総意』(synthese)
という言葉を使用 するべ きであ る」(p.25)と述べてい る。
ジャック ・リシャールは,「フランス社会は,と りわけ情報利用者の点では,十分に多様であ
る」(x.24)という現状認識にもとづき,「〔フランスにおいては〕ある1つ のシステム(す なわ
ちアメリカ型の会計 システムー引用者)だ けを特別扱いすることはで きない」(p.24)と繰 り返
8
し力説 している。これに対 して,ジ ルベール ・ジェラールは,「われわれは今後,基準統一化の
名のもとに,ア メリカ人たちに追従することになるのであろうか」(P.23)と自問 し,「それ(の
れんの非償却一引用者)に よって企業の成長は大いに促進され ることになる」(p.23)という状
況認識を根拠 に,「この問題(の れんの償却問題一引用者)に ついては,そ うなるのではないか
と思 う」(p.23)と自答 してい る。
以上の議論は,基 準調和化の基本的なパター ンが相互承認から統一化に移行 したことの,直
載的な反映というべ きであろう。注 目されるべ きは,1990年代以降(と りわけIASB発足以降)
の基準統一化の本質を 「アメリカへの追従」 と捉える点で,円 卓討論参加者の現状認識はほぼ
一致 しているとい うことである。そ して,彼 らは,「コンセ ンサス」やIASBも現実的には,「ア
メリカへの追従」を本質とする基準統一化を促進する制度 として機能する傾向を有 していると
みているのである(p.23)。円卓討論参加者の間での不一致は,当 該統一化への対応において観
察される。その対応の不一致は基本的には,当 該統一化が フランスにもた らす経済的影響をど
う評価するかの相違に起因 しているといえるであろう。ジャック ・リシャールは,フ ランスに
おける会計環境 との不整合を重視する立場から,当該統一化に対 して明確な反対論を唱えてい
るのに対 して,ジ ルベール ・ジェラールは,ア メリカ基準のプラグマティックな経済合理性を





独立 した一分野 として成立 しているのは,そ の象徴的な一例である19。PCGの各版 も,所轄官
庁の省令20として公表されてきた。こうした会計規制の伝統か らすれば,1980年代までの基準
調和化(第1期 基準調和化)がEC統 一会社法をベ ンチマークとして推進されてきたことは,
フランス会計人 にとっては きわ めて 自然な展開であ ったといえるであろう。
しか し,ア ン トワーヌ ・ブラキによれば,こ うした法令主導の会計規制 とりわけ法令を枠組
み とした基準調和化は近年,大 きな限界に突 き当たっているとされる。すなわち,フ ランスに
おいては,連 結財務諸表の作成 にかかわる遵結概念;や支配概念のようなものまでが法律におい
て厳格に規定されているのであるが,こ のことによって連結会計 に関するフランス会計人の創
造的な洞察が阻害されているばか りでな く,企業の経営実態に即応 した機動的な基準改訂も著
しく困難なものになっているのである(P.18)。アン トワーヌ ・ブラキは,次 の ように述べてい





年代以降,基 準調和化のベ ンチマークがIASB(IASC)の設定する会計基準書に移行 したことに









だけでな く,よ り深刻な問題 として,会 計監査人や企業経営者の無理解をも生み出すことにな
るであろ う」(P.19)と述べるとともに,「このレベルの問題(連 結範囲に関する問題一引用者)




計処理を導入するための省令(1986年12月)という手順に沿 ってその条文化が進め られてお り
(小津[20031103頁),EC理事会第7号 指令の国内化が完了するまでに約3年 半が費やされてい
る。ジルベール ・ジェラールがいう 「複雑な法令のヒエラルキーをともなった条文を積み重ね
てい くような 〔フランスの現行〕システム」とは,具 体的には,こ うした条文形成システムを
さすもの と思われ る。




条文の脱法令化にどういう立場 をとるか という問題は,「アメリカへの追従」を本質 とする基準
統一化にどう対応するかという問題 とは別次元の問題 として,フ ランス会計人には受けとめ ら
れているということである。以上のことを総合的に勘案すれば,フ ランスが今後,法 令の拘束







この種の討論の通例 として,円 卓討論は,ア ングロサクソン型会計制度 に対するフランス会
計制度の相対的諸特徴を,改 めて浮 き彫 りにする結果 となっている。円卓討論をつ うじて浮き
彫 りにされたその主たる相対的特徴をまとめたのが,図 表4で あ る。それらは,フ ランス会計
制度に関する円卓討論参加者の基本的な理解 を要約的に物語 っている。そ して,現 在進行中の
基準調和化(第2期 基準調和化)に 異論を唱えるにせ よ,それを避ることので きない選択とし





アングロサクソン型会計制度 情報 の透明性(p.23) 企業価値の推定(p.24)
フランス会計制度 慎 重 性(pp.23・24) 企業の業績測定(p24)
(注)かっこ内は,当 該特徴 が中心的 に議論されている速記録 の頁を示す。
最後に,1999年PCG(第5版)にごく簡単に言及 してお きたい。1999年PCGにおいては,
連結財務諸表規制 と個別財務諸表規制の分離 が図 られ たこと,「分析会計」(comptabilite
analytique,原価計算に相当)が全面的に削除22されたことの2点 が,1982年PCGからの主た
る変更点となっている23。しかし,こ こではむ しろ,よ り重要 性の高い次の2つ の事実に注 目
してお く必要があろう。すなわち,第1に,「 アメリカへの追従」を本質 とする基準調和化が
すでに本格 化していた1999年の時点でPCGの第5版 が公表されたということ,第2に,第1
版の公表以来フランスが長い年月をかけて育んで きたPCGを 自国の会計モデル として採用す
る(あ るいは採用を予定する)国 ぐにが中南欧(ベ ルギー,ル クセンブルグ,スペイン,ポル
トガル),旧ソ連 ・東欧(ロ シア,ハ ンガ リー,ブ ルガ リア),中東 ・北アフリカ(レ バノン,
アルジェリア,チ ュニジア),西アフリカ地域(OCAM),東南アジア(ラオス,カ ンボジア)等
に着実に広がっているということ24,である。これら2つ の事実のうちに,PCGとフランス型
会計制度の独 自の発展 プロセスを見いだすことができるのである。基準調和化に今後,フ ラン
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照されたい。 しか し,1947年PCGは1942年PCGの改訂版 として公表 されでいること,さ
らにまた,た とえば1982年PCGの表紙には 「第4版 」(4・6dition)と記されていることか ら,
本稿では,1942年PCG'を第1版 とみなす ことに した。
3ただ し,フ ランスの法制 に初めて付加価値概念を導入 したのは,従業員に対する企業成果分
配の計算的枠組みを規定 した1967年の政令(ordonnance)であった とされ る(P.15)。
4しか し他面では,か かる費用分類によって売上原価 と売上総利益は,成 果計算書において表
示されないという問題が生 じている。1982年PCGでは,売 上原価 と売上総 利益 を明 らかにす
るものとして,「発展 システムによる成果計算書」(comptederesultatdusystemdeveloppe)
が提示 されている。ConseilNationaldelaComptabilite【1982]p.II.96-97,
5当然のことなが ら,ジ ャック ・リシャールは,フ ランスのPCGを 自国の会計モデルとして




7周知のように,EC(EuropeanCommunities)は,マース トリヒ ト条約の発効 により1993年
にEU(EuropeanUnion)に発展的に改組された。しか し,本稿では,欧 州での基準調和化に言
及するさいには,1980年代以前に展開されたそれに焦点を当てているので,本文では とくに必
要な場合 を除 き,基 本的にはECの 略称 を用いている。
aConseilNationaldelaComptabilite[1979.








ランスでは広 く用い られている。当該用語の歴史は古 く,その思想的な淵源は17世紀末葉の
簿記書や フランス商事条令にまで遡 ることがで きるとされている。この点 については,中 村
[1965].頁を参照されたい。
第1期 基準調和化が重要項目の標準化をもた らさなかった ということについては,こ れを,
制度派会計学でい う 「同型化」(isomorphism)の事例 とみることもできるであろう。制度派会
計学 における同型化の概念については,さ しあた り,藤井[2002]25頁を参照されたい。
14「忠実な写像」原則に関する最 もまとまった著 作の1つ として,たとえば,Pasqua㎞i[1992]
をあげることがで きる。
15このプロジェク トは,IASC[1989】の公表 をもって開始された とされている。
16基準設定主体(IASB)の正統性問題は,時期的には,円卓討論よ りもやや遅れて議論 されるよ
うになる。その主たる契機 となったのは公正価値会計の導入問題であった。IASBの正統性問
題 を論 じた代表的文献 として,た とえば,Colasse[2004】があ る。
17討論参加者たちは,他 の文脈においては,"accord"(合意)と いう言葉 も使用 している(たと
えばp.25)。このことは,討 論参加者たちが"consensu9'という言葉に,フ ランスで通用使用さ
14
れてい る"accord"とは異なる意味 を見 出 していることを暗示 しているといえよう。本稿で,
"consenSUS"をあえて 「コンセ ンサス」 と訳すゆえんである
。
18基準設定 プロセス としての 「デュー ・プロセス」に関する筆者の理解は,藤井[1997138-40
頁で明 らかに している。また,そ の歴史や法学的意義等については,田 中[1987】3頁以下を参
照されたい。







22PCGは経営管理ではな く,企業外部者 とのコ ミュニケーションを主たる目的とするもので
あるという基本認識のも.とに,1999年PCGは策定された と,ジルベール ・ジュランは指摘 し
ている(P.11)。
231999年PCGの変更点については,さ しあた り,小津【2003】101頁,野村 【2004]3・4頁を参
照 されたい。
24PCGを自国の会計モデルに採用 している国 または地域の詳細については,日本会計研究学
会スタデ ィ ・グループ[2003】を参照 されたい。
15
